
平成24年度交付分 （単位：円）

区 分 金 額 内 容

運営費交付金収益 0

業務達成基準による振替額
資産見返運営費交付金 0

業務達成基準を採用した業務はない。
資本剰余金 0

計 0

運営費交付金収益 351¶721¶102 【高齢・障害者雇用支援勘定】

資産見返運営費交付金 0 {期間進行基準を採用した業務：一般管理費の一部

資本剰余金 0
|当該業務に係る損益等

計 351¶721¶102

ア）損益計算書に計上した費用の額：55¶684¶591（一般管理費：55¶684¶591）

イ）自己収入に係る収益計上額：0

}運営費交付金の振替額の積算根拠

当該業務に対応する期間の運営費交付金の全額を収益化

【障害者職業能力開発勘定】

{期間進行基準を採用した業務：一般管理費の一部

|当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：69¶097（一般管理費：69¶097）

イ）自己収入に係る収益計上額：0

}運営費交付金の振替額の積算根拠

当該業務に対応する期間の運営費交付金の全額を収益化

【職業能力開発勘定】
期間進行基準による振替額 {期間進行基準を採用した業務：一般管理費の一部

|当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：279¶306¶797（一般管理費：279¶306¶797）

イ）自己収入に係る収益計上額：0

}運営費交付金の振替額の積算根拠

当該業務に対応する期間の運営費交付金の全額を収益化

【認定特定求職者職業訓練勘定】

{期間進行基準を採用した業務：一般管理費の一部

|当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：13¶079¶198（一般管理費：13¶079¶198）

イ）自己収入に係る収益計上額：0

}運営費交付金の振替額の積算根拠

当該業務に対応する期間の運営費交付金の全額を収益化

【法人全体】

高齢・障害者雇用支援勘定の運営費交付金振替額＋障害者職業能力開発勘定の運営費交付金振替額＋職業能力開発勘定
の運営費交付金振替額＋認定特定求職者職業訓練勘定の運営費交付金振替額＝351¶721¶102
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